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・ ・

ツール・ド・おきなわは、沖縄県北部地域において、毎年 11 月頃に開催されるサイクル

スポーツイベントである。市民レース部門、サイクリング部門、国際ロードレース部門の種

目がある。 
 

 

図 2-16.ツール・ド・おきなわ 市民レース（210km）コース 

出典：ツール・ド・おきなわ HP 
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県内の各自治体では、地域をサイクリングしてもらうために、サイクリングコースを設定

している。設定されているコースは以下のとおり。 

 

図 2-17.沖縄本島におけるサイクリングコースの設定状況 
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沖縄県自転車活用推進計画では、2025 年までにナショナルサイクルルート 1 ルート認定

を目標としている。 
令和元年９月に創設されたナショナルサイクルルート制度は、優れた観光資源を走行環

境や休憩・宿泊機能、情報発信など様々な取組を連携させたサイクルツーリズムの推進によ

り、日本における新たな観光価値を創造し、地域の創生を図るため、ソフト・ハード両面か

ら一定の水準を満たすルートを国が指定する制度で、６ルート（令和５年２月時点）が認定

されている。 
名護市では、北部近隣市町村と連携し、ナショナルサイクルルート認定に向けた取組を実

施することとしている。   

 
図 2-18.ナショナルサイクルルートの指定要件（左）、ナショナルサイクルルートに指定された（右） 

出典：国土交通省  
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 ・

令和 3 年 5 月に閣議決定された国の「第 2 次自転車活用推進計画」や、「自転車活用の推進に

向けた有識者会議」の会議資料等の関連計画や動向を収集･整理した。 
 

令和 3 年 5 月に、国の第 2 次自転車活用推進計画が策定され、自転車ネットワークや、

駐輪等に関して施策の強化が図られている。 
具体的には、ネットワーク路線の計画への位置づけや、都市部での計画策定推進、データ

を活用した計画策定、自転車通行空間の整備状況等のオープンデータ化による経路検索等

への活用、ナショナルサイクルルート等の整備といった措置が強化措置として示されてい

る。 
 

 

図 2-19.第 2 次自転車活用推進計画における主な強化措置 

出典：国土交通省
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令和 3 年 3 月に開催された「令和 2 年度第 6 回自転車活用推進に向けた有識者会議」で

は、参考資料として東京国道事務所の取組が紹介されている。 
東京国道事務所では、放射軸路線を対象に、自転車通行空間の確保を図る整備計画を策定

している。 
直轄国道が放射状に形成されていることもあり、都道、区道と連携して、各放射軸に接続

する自転車通行空間の整備促進を図るとしている。 
 

 

図 2-20.自転車ネットワークの形成に向けた東京国道事務所と都、区との連携 

出典：令和 2 年度第 6 回自転車活用推進に向けた有識者会議 
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県内では、南部を中心にシェアサイクルポートが設置されている。 
 

 

図 2-21.県内におけるシェアサイクルポートの設置状況（R4.1 末時点） 

出典：ちゅらチャリ HP、CYCY（サイサイ）HP 情報より作成 
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沖縄県自転車活用推進計画に示された課題整理をもとに、➀自転車利用が多い拠点・エリアま

でのアクセス、②拠点・エリア間の連絡、③市町村間の接続の３つの区分で、自転車ネットワー

クの連続性、整備状況の視点から、課題を再整理した。 
 

 

図 2-22.沖縄県自転車活用推進計画における課題整理 

 

なお、「交通安全施設調査計画業務」（H28.3）においては、自転車利用が阻害される想定され

る要因が整理されており、課題の再整理にあたって留意した。 
 

表 2-8.想定される沖縄で自転車利用が阻害される要因  

区分 想定される阻害要因 

自転車利用環境

に起因する阻害

要因 

●自転車ネットワークの未整備 

●路上駐車による通行阻害 

●駐輪場の未整備 

地域性に起因す

る阻害要因 

●超クルマ社会 

●クルマのドライバーのマナーの悪さ 

●盗難が多い（全国 2位） 

地勢に起因する

阻害要因 

●傾斜地が多い地形 

●高温多湿の気候、急な雨 

●強い風 

●塩害 

出典：交通安全施設調査計画業務（沖縄県 H28.3） 
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●自転車の利用目的は、通勤、通学、買い物が多い。 

●トリップの半数は Bゾーン内々の移動で、Bゾーンをまたぐ移動も隣接ゾーンへの移動

が多く、全般に短トリップでの利用が多い。 

●短トリップ利用が多いものの、糸満市～豊見城市、那覇市～浦添市、宜野湾市～西原町

など市町村をまたぐ移動も多くみられる。 

●サイクリングも盛んになってきていると考えられ、広域の自転車利用ニーズは高まって

いる。 

●データが H17と古いが、国道 58号、国道 329号等の中南部の幹線道路や、名護市中

心部で自転車利用が多い区間がある。 

自転車通行空間の整備状況 
●国のガイドラインに適合する自転車通

行空間は、名護市内や、那覇市の一部

区間など限定的であり、多くは、自転

車歩行者道の暫定利用となっている。 

●北部地区を中心にサイクリングロード

の設定、整備が進められている。ま

た、コロナ禍前には、県内各地でサイ

クルイベントが開催されていた。 

市町村の取組 
●市町村の自転車に対する取組は、足

並みがそろっていない。 

●名護市を中心に北部では国、県と連

携して自転車通行空間の整備が進ん

でいる。 

●一方で、自転車活用推進計画、自転

車ネットワーク計画策定の予定がな

い市町村が過半を占めている。 

自転車ネットワーク形成の考え方 
●県の主要産業である「観光」を目的とし、単独の市町村だけでは計画が難しい長距離の

自転車利用を対象とした路線検討を行う。まちなか周遊などの短距離のサイクリング

コースは、各市町村の計画を踏まえ、市町村と連携して検討を行う。 

●日常利用に関する自転車ネットワーク路線は市町村の自転車ネットワーク計画にて路線

検討を行うこととし、市町村をまたぐ広域の自転車ネットワーク路線について、各市町

村の計画を踏まえながら、市町村と連携して検討を行う。 

自転車の利用状況 
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自転車ネットワーク形成の考え方を踏まえ、２つの基本方針にもとづき、自転車ネットワーク

を検討する。 
 

 

沖縄本島における広域移動の主目的である観光で自転車利用する際に、連続的な移動が

出来る観光の柱となる本島 1 周の自転車ネットワーク路線の形成を図る。 
観光目的のうち、シェアサイクルでまちなかを散策するような自転車利用を想定した自

転車ネットワークは、市町村が路線を選定し、整備については連携して行う。 
 

 

 

本自転車ネットワーク計画は、市町村の自転車ネットワーク計画において、隣接市町村と

の接続を考慮する上で指針となる性格を有している。 
各市町村は、幹線道路の整備状況、自転車の利用ニーズ等を考慮しながら、市町村間にお

ける自転車ネットワークを検討するが、隣接市町村と連携する様な広域な自転車ネットワー

クは、県と市町村で連携し検討を進める。  
表 3-1. 本計画における利用目的に応じた自転車ネットワークの形成  

利用目的 対象者 

自転車利用 

のイメージ 

対象コース／路線 

観
光 

長距離サイク
リ ン グ ／ ト
レーニング 

上級者 

自身のスポーツ
バイクを持参 

方針① 
本島一周の長距離サイクリングコース 

まちなか散策 

初級者 

／県民 

シェアサイクル
やレンタサイク
ルを借りる 

方針① 
まちなかや観光エリアを周遊する 

短距離コース 

→市町村で路線を選定し、整備 

日
常 

通勤・通学・買
物などの日常
移動 

県民 

所持する自転車
を利用 

シェアサイクル
を借りる 

方針② 
市町村で自転車ネットワーク路線として選定。 

→隣接市町村間を跨ぐ広域ネットワークは、県
と市町村で連携    

方針① 沖縄本島の観光目的の自転車ネットワークの柱となる本島 1周の幹線軸を形成 

方針② 市町村間を連絡するネットワークの形成 
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自転車活用推進計画の目標を踏まえ、3 つの計画目標を設定した。 
 

 

図 3-1.沖縄県自転車ネットワーク計画の目標 

 

【自転車活用推進計画の目標】 【自転車ネットワーク計画の目標】 

目標 1 自転車が安全･安心・快適に通

行できる空間の整備推進 

目標 2 自転車で県民のクオリティ・

オブ・ライフを高めるための

取組の推進 

目標３ 国内外からの交流人口拡大

に向けたサイクルツーリズ

ムの推進 

目標４ 安全・安心な暮らしの実現に

向けた自転車利用の推進 

目標 1 自転車が安全･安心・快適に通

行できる空間の整備推進 

目標２ 県民や観光客が気軽にサイ

クルツーリズムを楽しめる

自転車通行空間の整備推進 

目標３ マイカーからの転換を促し、

健康長寿、環境改善に寄与す

る自転車通行空間の整備推

進 


